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平成２７年度各会計予算案の大綱 
 

 

次に、平成２７年度各会計予算案の大綱について、ご説明申し上げます。 

 

平成２７年度は統一地方選挙の年であることから、当初予算については、継続事業を中心とした骨格

予算となりますが、緊急度・重要度を鑑み事業の取捨選択・重点化を行い編成したものです。 

現年収納率９７．９％を目指した市税の確保、計画的な公債費の縮減などにより、引き続き、市全体

の財政の健全性を維持しつつ、極力将来世代に負担を先送りしないよう努めるとともに、総合計画の７

つの柱に基づき、予算を計上しました。 

 

この結果、 

 

一般会計 １９７億 ６,９００万円 

特別会計 １０８億 ５,６３５万円 

下水道事業会計支出  ２５億 ８,２４５万円 

病院事業会計支出  ８３億 ５,６１８万円 

 

となり、各会計の歳出総額は４１５億６,３９８万円で、平成２６年度予算と比較して、０．３％の減、

金額では１億３,０２９万円の減となりました。 

 

次に、会計別の概要を申し上げます。 

 

一般会計におきましては、国の経済対策により有利な財源を活用し地域経済の活性化を図るため、滝

川第三小学校改築事業、「地域住民生活等緊急支援のための交付金」を活用した「地域消費喚起・生活

支援型事業」や「地方創生先行型事業」の実施を平成２６年度予算に前倒しして補正を行い、骨格予算

として学校耐震化や駅前広場整備事業などの継続事業を一定程度盛り込むことにより、 

  予算額 １９７億６,９００万円で、前年度比２．７％減となっています。 

性質別にみますと、 

人件費については、議員共済費の増などにより、 

  予算額 ３７億６,２１３万円で、前年度比０．８％の増 

物件費は、給食賄材料費の増などにより、 

  予算額 ２０億１,７７２万円で、前年度比１１．２％の増 

扶助費は、保育所施設扶助費の増などにより、 

  予算額 ３６億１,１２９万円で、前年度比３．９％の増 

建設事業費は、先に申し上げましたが、骨格予算のため、 

  予算額 ６億７,７２９万円で、前年度比２８．８％の減 

公債費は、計画的な借り入れの成果などにより、 

  予算額 ２２億１,４１０万円で、前年度比４．４％の減となっています。 

 

次に、国民健康保険特別会計におきましては、共同事業拠出金の増などにより、 

  予算額 ５７億７,１４１万円で、前年度比８．０％増 

公営住宅事業特別会計におきましては、建替事業費の増などにより、 

  予算額 ８億６,９５５万円で、前年度比４１．１％増 

介護保険特別会計におきましては、 

保険事業勘定が、保険給付費の増が見込まれるなどにより、 
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予算額 ３５億９７７万円で、前年度比０．６％増 

介護サービス事業勘定は、一般会計繰出金の減により、 

予算額 ９,０７７万円で、前年度比４５．７％減 

介護保険特別会計総体で、 

  予算額 ３６億５４万円で、前年度比１．６％減 

後期高齢者医療特別会計におきましては、広域連合納付金の増などにより、 

予算額 ５億７,５３０万円で、前年度比２．４％増  

土地区画整理事業特別会計におきましては、換地設計などの増により、 

予算額 ３,９５５万円、前年度比４．８％増 

下水道事業会計におきましては、支払利息の減などにより、 

  支出額 ２５億８,２４５万円で、前年度比０．５％減  

病院事業会計におきましては、特別損失の減などにより、 

  支出額 ８３億５,６１８万円で、前年度比２．５％減となりました。 

 

 

次に、普通建設事業費の全体予算について、各会計毎にご説明申し上げます。 

 

一般会計では、 

道路新設改良事業費 １億 １,５０８万円  

学校改築・耐震化等事業費 ３億 ４,２０８万円  

などを含め、総額で ６億 ７,７２９万円  

公営住宅事業特別会計では、 ５億 ５７４万円  

下水道事業会計では、 １億 ７,８２０万円  

病院事業会計では、 ６億 ２,４７７万円  

全体で前年度比３５．７％増の １９億 ８,６００万円 を計上しました。 

 

引き続き、施策の主なものについて、ご説明申し上げます。 

 

 

はじめに、｢元気な産業と活力あるまちづくり｣についてです。 

力強い産業の育成・雇用の推進については、 

流通の仕組みに関する実務などのノウハウを習得するため、 

  新日本スーパーマーケット協会への派遣費 ８６１万円 を計上しました。 

国の施策推進に連動して「地域おこし協力隊」を５名増員し、各事業の推進を図るため、 

観光振興事業費 ８０１万円 

外国人受入環境整備推進事業 ３７４万円 

商店街空き店舗対策事業 ９００万円 

滝川ふれ愛の里特産品開発・販売促進事業 ３８４万円 

生涯学習振興事業 ４５７万円 を計上しました。 

 

 

次に、「豊かな資源を活かした魅力あふれるまちづくり」についてです。 

集客・交流事業の推進については、 

空知地域の優れた観光資源を活かし、観光事業の振興を図るため、 

  たきかわ観光協会補助金 １,０３０万円 
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映画やドラマ、ＣＭなどの撮影誘致を目指すため、 

  フィルムコミッション先進地視察 ９万円 を計上しました。 

国際化の推進については、 

モンゴル国の農業支援と自動車整備技術支援のため、 

  自治体職員協力交流事業費 ２,７０３万円 を計上しました。 

 

次に、「機能的な生活基盤の充実したまちづくり」についてです。 

コンパクトで機能的な都市の形成については、 

滝川市公共施設マネジメント計画に基づき持続可能な公共施設運営を進めるため、 

公共施設マネジメント推進事業費 ５７万円 

都市環状軸の形成に向けた都市計画街路西二号通の整備を実施するため、 

泉町土地区画整理事業費 ３,９５５万円 

市内経済の状況を考慮し、雇用環境を改善するとともにインフラなどの整備を図るため、 

  公共事業の実施 １９億８,６００万円 

   内訳としましては、 

一般会計 ６億７,７２９万円 

    公営住宅事業特別会計 ５億５７４万円 

    下水道事業会計 １億７,８２０万円 

    病院事業会計 ６億２,４７７万円 を計上しました。 

 

 

次に、「誰もが住みよい安全安心なまちづくり」についてです。 

バリアフリー化の推進については、 

滝川駅前広場の再整備を行い、バリアフリー化を実施するため、 

  駅前広場整備事業費 １億８３５万円 を計上しました。 

地域福祉・自立支援の充実については、 

平成２６年度の消費税率改定に伴う低所得者対策の給付措置として、 

  臨時福祉給付金事業費 ６,２０１万円 

同じく子育て世帯対策の給付措置として、 

  子育て世帯臨時特例給付金事業費 １,７６８万円 

生活保護に至る前の段階の自立支援の強化を図るため、 

  生活困窮者自立支援事業 ４４８万円 を計上しました。 

安心して暮らせる保健・医療環境の充実については、 

後期高齢者を対象に脳血管障害・認知症などの早期発見、予防対策として、 

  長寿・健康増進事業費 １３５万円 

アルツハイマー型認知症の早期発見に向け、 

  認知症対策事業費 ３９３万円 を計上しました。 

災害に強いまちづくりについては、 

スポーツセンター第２体育館の耐震改修等工事の実施のため、 

  スポーツセンター第２体育館耐震改修付帯工事実施設計費 １６０万円 

広域消防事務組合庁舎を移転建設するため、 

  滝川地区広域消防事務組合庁舎実施設計負担金 ６６万円 を計上しました。 
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次に、「未来へはばたく子どもたちを育むまちづくり」についてです。 

滝川市で教育を受けさせたいと思われる環境づくりについては、 

計画的に学校の耐震化を進めるため、 

  学校の耐震化事業費 ３億３,０９０万円 

親子給食方式を推進するため、 

  学校給食設備の整備事業費 １,１１８万円 

給食会計の安定的運営を図るため、 

  学校給食公会計運営費 ４６２万円 

環境保全の取り組みを進めるため、 

  夏休み！木育・食育ものづくり楽校事業費 １００万円 

地域の小・中学校が連携して学力向上対策などを実施するため、 

  学力・学習意欲向上支援事業費 ７４万円 

滝川西高等学校の特色である英語力の向上を図るため、 

  英語指導助手（ＡＬＴ）の１名増員 ４２５万円 を計上しました。 

 

 

次に、「市民が活躍するまちづくり」についてです。 

市民が生きがいを持って活躍する地域づくりについては、 

市民の健康増進、世代間交流、地域コミュニティの醸成などを推進するため、 

  まち自慢のパークゴルフ場整備事業費 ７,８６７万円 

美術自然史館の企画展示を行うため、 

  企画展事業費 ３８３万円 

市民の体力向上や健康増進を目指し、スポーツに親しめる機会を提供するため、 

  えべおつ丘陵地マラニック大会開催費 １５万円 

東京オリンピック・パラリンピック出場選手の合宿誘致に向け、 

  東京オリンピック・パラリンピック合宿誘致事業費 ４７万円 

青少年の健全育成と地域コミュニティの活性化を推進するため、 

  地域の教育力活性化事業費 ７０万円 を計上しました。 

 

 

次に、「効率的な行政運営によるまちづくり」についてです。 

定住自立圏構想の推進については、 

中空知圏域の連携強化や活性化を図るため、 

  定住自立圏構想推進費 ５１万円 を計上しました。 

社会保障・税番号制度への対応については、 

社会保障・税番号制度が導入されることに対応するため、 

  住民情報システム改修費 ２,１４８万円 

障がい福祉システム更新費 ８４５万円 

生活保護システム改修費 ２４４万円 

健康管理システム改修費 ３２４万円 を計上しました。 

地域活性化センター職員派遣については、 

職員の能力向上と人材育成を推進するため、 

  地域活性化センターへの派遣費 ７８０万円 を計上しました。 

第三セクター等の経営健全化については、 
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個別事業の見直しや経費節減などによる経営改善を促進し、第三セクター等の経営を支援するため、 

  滝川振興公社貸付金 ６億４,３００万円 

  滝川グリーンズ貸付金 ３,５００万円 を計上しました。 

 

 

次に、これらに見合う平成２７年度一般会計歳入の主なものについてです。 

市税については、現年収納率９７．９％、滞納繰越分１１．５％、合わせて８７．２％の収納率を確

保する予算となっています。 

市税収入のうち、個人市民税については、景気回復などの好影響が地方では個人所得に波及していな

い状況であることから、平成２６年度の決算見込みを踏まえて減額としました。 

法人市民税については、税制改正によるマイナス影響や先行きの不確実要素などを勘案しつつも、国

の景気対策などにより引き続き好調を維持するとの予想から、前年度比増額で見込みました。 

また、市たばこ税については、平成２６年度の決算見込みを踏まえて、健康志向の高まりによるたば

こ離れなどから消費本数の減少分を考慮し、減額を見込み計上しました。 

固定資産税・都市計画税は、平成２７年度が評価替えの年度であることから、大きく減額を見込み計

上したところ、市税全体では、 

対前年８,４２６万円減の ４２億１００万円 

地方交付税については、普通交付税、特別交付税を合わせて、 

  対前年９,２２２万円減の ７１億９,５２０万円 

 

その他の歳入としまして、 

  国庫支出金   ２７億９,２３９万円 

  道支出金    １０億７,３８０万円 

  市債       ９億３,２１２万円  を計上しました。 

 

基金繰入金についてですが、対前年３億２０５万円減になりますが、平成２６年度は「地域の元気臨

時交付金」に対する繰り入れが２億６,２２６万円あり、これを差し引いて３,９７９万円減の４億 

３,１５６万円を計上しております。 

 

以上、平成２７年度の各会計予算案の大綱について、申し上げました。 

骨格予算ではありますが、厳しい行財政運営の中にあっても、継続事業に一定の配慮を行ったほか、

滝川市公共施設マネジメント計画に基づく取り組みや、定住自立圏構想の推進、さらには、将来負担の

軽減に努めるよう十分配慮して予算計上しました。 

これを基礎として、平成２７年第２回定例会においては政策予算を計上し、地方創生の取り組みなど

が推進できることに期待を寄せております。 

市民の皆様、市議会議員の皆様のご理解とご協力を心からお願い申し上げ、慎重なるご審議と適切な

るご決定をいただきますよう重ねてお願い申し上げます。 

 

 

 


